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　島根県内に建築される平均的な在来軸組構法住宅１戸あたりのCO2固定量を基準として，島根県浜田市弥栄

自治区への人口環流により，居住空間としての木造住宅の増加とそれに伴うCO2固定量の推計を試みた。その

結果，2050年までの40年間に，人口環流が伴う場合は一戸建て換算で1,400戸の新設住宅着工が見込まれるこ

とから，現行で推移した場合の約5.8倍のCO2が木造住宅の構造部材に固定されることが明らかになった。
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Ⅰ　はじめに

１．本報の視点と分析方法

　中山間地域は再生可能な国内資源の大半が存在し，食

料とエネルギーの自給が実現可能であることから，中山

間地域への人口環流が我が国全体としての脱温暖化・環

境共生に不可欠であると考えられている。この中山間地

域への人口環流を実現するには、居住空間の整備は必須

条件であると言える。一方，中山間地域の再生可能な資

源である木材については，京都議定書第一約束期間にお

ける扱いでは森林で伐採された時点でCO2の放出と評価

されているが，現実には木材・木製品中にCO2が長期固

定されていると考えることが自然である。そこで，中山

間地域におけるモデルエリアとして，島根県浜田市弥栄

自治区を設定し，この弥栄自治区への人口環流により，

居住空間としての木造住宅の増加とそれに伴うCO2固定

量の推計を試みた。なお，推計にあたっては，山崎の報

告１）を参考にした。
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Ⅱ　調査方法

１．在来軸組構法住宅のデータ収集

　弥栄自治区内の住宅は在来軸組構法住宅が主体である

ことから，（社）島根県住まいづくり協会の協力を得て，

「平成20年度農林水産振興がんばる地域応援総合事業」

の助成金を交付され，島根県内に建設された在来軸組構

法住宅「しまねの木の家」42戸と県産木材を70％以上使

用した在来軸組構法住宅５戸，合計47戸について，使用

された構造材の部材別，樹種別の材積を集計した。なお，

住宅建築に使用される木材には構造材，造作材，下地材，

建具材等があるが，長期に渡ってCO2を固定するという

観点から，構造材についてのみ集計した。

２．在来軸組構法住宅のCO2固定量の算出

　CO2固定量は，松本の報告２）を参考にして，以下の式

により算出した。
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　CO2固定量＝Ｘ×Ｙ×0.5×（44/12）

　　ここで，Ｘ：在来軸組構法住宅１戸に使用される

　　　　　　　　構造材の材積（㎥）

　　　　　　Ｙ：樹種別の容積密度（t/ ㎥）

　　　　 　  0.5：炭素含有率

　　　　    44/12：二酸化炭素への換算率

　算出に使用した樹種別の容積密度のうち，スギ，ヒノ

キ，アカマツ，ケヤキについては，改訂３版木材工業ハ

ンドブックから引用した３）（表１）。なお，アカマツに

ついては0.369～0.441t/㎥の中央値を用いた。ベイマツ

およびベイヒバについては，気乾密度が同等のクロマツ

およびツガの容積密度をそれぞれ準用した。

３．弥栄自治区における居住空間の整備

　2050年までの目標設定として，弥栄自治区への人口環

流により，一戸建て換算で年間35戸，2010年からの40年

間に1,400戸の新設住宅を見込んだ。この内訳は，一戸

建て500戸，二地域居住者向けの滞在型簡易住宅800戸，

集合住宅・寮120棟，既存住宅（600戸）の建て替え240

戸とした。

Ⅲ　調査結果

１．延べ床面積

　（社）島根県住まいづくり協会の協力を得て調査した

在来軸組構法住宅47戸の延べ床面積別の住宅戸数を表２

に示した。47戸中，最も狭い住宅の延べ床面積は84㎡で

あり，最も広い住宅の延べ床面積は261㎡であった。延

べ床面積120～140㎡の住宅が16戸と最も多く，全体の

34％を占めた。住宅１戸あたりの平均延べ床面積は135 

㎡（約41坪）であった。

２．構造材使用量

　調査した在来軸組構法住宅47戸の構造材使用量別の住

宅戸数を表３に示した。47戸中，構造材使用量が最も少

ない住宅は11㎥であり，最も多い住宅は40㎥であった。

構造材使用量10～20㎥の住宅が31戸と最も多く，全体の

66％を占めた。住宅１戸あたりの平均構造材使用量は

19.7㎥であった。

３．在来軸組構法住宅１戸あたりの部材別木材使用量と

CO2固定量

　在来軸組構法住宅１戸あたりの部材別木材使用量と

CO2固定量を図１に示した。住宅１戸あたりの構造材使

用量19.7 m3のうち，梁桁が7.2㎥と最も多く，全体の

37％を占めていた。構造材使用量19.7㎥におけるCO2固

定量は12.7t- CO2であった。

４．弥栄自治区におけるCO2固定量の推計

　弥栄自治区での新設住宅着工による構造部材へのCO2

固定量について，2010年から2050年までの40年間に人口

環流がなく現行で推移した場合は，既存住宅（600戸）

の建て替え240戸のみであることから，CO2固定量は下式

により3,048t-CO2と推計される。

表1　樹種別の容積密度

表２　延べ床面積別の住宅戸数

表３　構造材使用量別の住宅戸数
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　　現行で推移した場合のCO2固定量

　　12.7t-CO2×240戸＝3,048t-CO2

　人口環流が伴う場合は一戸建て換算で1,400戸の新設

住宅着工が見込まれることから，CO2固定量は下式によ

り17,780t-CO2と推計される。

　　人口環流が伴う場合のCO2固定量

　　12.7t-CO2×1,400戸＝17,780t-CO2

　弥栄自治区への人口環流により，現行で推移した場合

の約5.8倍のCO2が木造住宅の構造部材に固定されると推

計した。

Ⅳ　おわりに

　島根県内に建築される平均的な在来軸組構法住宅１戸

あたりのCO2固定量を基準として，島根県浜田市弥栄自

治区への人口環流により，居住空間としての木造住宅の

増加とそれに伴うCO2固定量の推計を試みた。その結果，

2050年までの40年間に現行で推移した場合の約5.8倍の

CO2が木造住宅の構造材として固定されることが明らか

になった。その住宅建築に使用される木材を極力，弥栄

自治区内の森林から伐出し，この伐採跡地に新植するこ

とによって，吸収源である森林整備も期待できる。

　今後は，都市部から中山間地域への人口環流により，

都市部における鉄筋コンクリート造や鉄骨造の新設住宅

着工を減少させ，中山間地域において木造による居住空

間造りを進めていくことが重要と思われる。その過程で

資材生産に要する炭素放出量を産業連関表により正確に

把握しておくことも研究として取り組むべき課題であろ

う。さらに，中山間地域での木造住宅の建設が脱温暖化・

環境共生に不可欠であることを弥栄自治区住民，県民，

広くは国民に対し数値として「見える化」していくこと

も定住を進める上で必要と考えられる。
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図１　在来軸組構法住宅１戸あたりの

　　 部材別木材使用量とCO2固定量




